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検索�地震調査�

　今世紀前半に起こると思われる東南海地震や南

海地震は、沈み込むフィリピン海プレートと陸の

プレートとの境界で起こる地震です。ところが、

法律によれば、これらの地震は地殻の境界で起こ

る地震とされています。東南海・南海地震に係る

地震防災対策の推進に関する特別措置法を見てみ

ましょう。“「東南海・南海地震」とは、遠州灘西

部から熊野灘及び紀伊半島の南側の海域を経て土

佐湾までの地域並びにその周辺の地域における地

殻の境界を震源とする大規模な地震”と定義され

ています。プレートの境界を震源とする地震なのに、

なぜ「地殻の境界を震源とする」のか不思議に思

われませんか？　この後にできた日本海溝・千島

海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法でも、「地殻の境界又はその内部

を震源とする大規模な地震」と定義されており、

プレートの境界または、プレートの内部とはなっ

ていません。ずっと以前に制定され、想定東海地

震が対象となっている、大規模地震対策特別措置

法では、「地殻内の大規模地震」となっています。

想定東海地震は、地殻内のみならず上部マントル

をも震源とする地震です。なぜ、このように地震

学的には誤った記述が続くのか、地震学者の見解

がとりあげられないのか、筆者も不思議でなりま

せんでした。�

　ところが、ある時この疑問が氷解しました。政

府関係者が著した地震防災の新書で地球の「表面

を地殻という薄い皮（プレート）が覆っています」

との記述を目にしたのです（坂篤郎・地震減災

プロジェクトチーム監修『巨大地震』角川書店、

２００５）。すなわち「プレート＝地殻」という誤解

から、プレート境界の地震を地殻の境界の地震と

呼ぶのですね。地殻やマントルはモノの違いに基

づく区分で、プレートはモノの固さに基づく区分

であることは、高校地学で必須の学習項目です。

地学のリテラシーに欠ける日本の現状が法律に反

映されていると言えるでしょう。�

地
殻
の
境
界
が
震
源
？�

島崎　邦彦（しまざき・くにひこ）氏�
地震調査研究推進本部地震調査委員会委員（長期評価部会長）。国立大学法人東京大学地震
研究所教授の現職も定年まで７カ月。専門は地震学で、津波堆積物の調査、活断層の評価手法
や、地震活動予測の研究の傍ら地震学の普及に努めている。�

12 地震本部ニュース　２００８.８月号�

新総合基本施策「中間報告」のパブリックコメントを９月（予定）から公募します�
― 来年４月からの１０年の地震調査研究の基本方針の策定に向けて ―�

　地震調査研究推進本部では、「地震調査研究の推進について

―地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総

合的かつ基本的な施策―」（平成１１年４月２３日）が間もなく１０

年を迎えることから、来年４月から開始する新しい総合的かつ

基本的な施策（＝来年度から１０年の地震調査研究の基本方針、

以下「新総合基本施策」とする）の審議を行ってきました。�

　この新総合基本施策「中間報告案」については、８月下旬の

政策委員会の審議を経て、８月末の本部会議において決定し、

９月中にパブリックコメント（意見公募手続）を行う予定です。�

　手続きが整い次第、ホームページにアップしますので、ご覧

ください。�

〈文部科学省ホームページ〉�

　新総合基本施策「中間報告」の意見募集を検索することがで

きます。�

○パブリックコメント・意見募集�

http://www.mext.go.jp/b_menu/public/main_b１３.htm�

※e-Gov（電子政府の総合窓口）へリンクしています。�

�

〈地震調査研究推進本部ホームページ〉�

　これまでの審議の経緯を見ることが出来ます。�

○会議資料�

http://www.jishin.go.jp/main/p_hokokukaigi０２.htm�

○新総合基本施策の策定に向けた取り組み�

http://www.jishin.go.jp/main/p_sesaku.htm
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「地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）」
（地震本部）は、政府の特別の機関で、我が国の
地震調査研究を一元的に推進しています。�
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防災対策の戦略 〈第2回〉�
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「文部科学省・文化庁業務継続計画」の策定�
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地震調査研究の最前線 〈第3回〉�
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト ― その2�
サブプロジェクト①首都圏周辺でのプレート構造調査、震源断層モデル等の構築等�

世界でも例を見ない、首都圏での�
高密度地震観測網を構築�
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東海・東南海・南海地震の連動性評価研究シンポジウム�

今後の南海トラフ巨大地震の被害軽減に向けた�
新たな研究プロジェクトの推進�

地震調査委員会 ［第186回］�

臨時会（平成20年7月24日）�

２００８年７月２４日岩手県中部の地震�

岩手県内で震度6強を観測�
深さ約110km、M6.8、太平洋プレート内で発生�
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新総合基本施策「中間報告」のパブリックコメントを�
９月（予定）から公募します�
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地殻の境界が震源？�
地震調査委員会長期評価部会長　島崎 邦彦�
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第186回地震調査委員会（臨時会）開催�

東海・東南海・南海地震の連動性評価研究�
（独立行政法人海洋研究開発機構提供）�

弥生観測点（東京大学地震研究所構内）での�
観測装置設置風景�
（首都直下地震防災・減災特別プロジェクト）�
（国立大学法人 東京大学地震研究所　�
　　　　　　　　　　平田　直氏提供）�
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地震調査委員会�

臨時会（平成20年7月24日）��

第186回�

岩手県内で震度６強を観測�
深さ約１１０km、M６．８、太平洋プレート内で発生�

２００８年７月２４日岩手県中部の地震�

ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

　地震調査委員会は、地震発生当日の

１５時より臨時会を開催し、岩手県中

部の地震についての関係行政機関、大

学等による調査観測結果やこれまでの

研究成果を整理・分析し、地震活動の

現状について総合的に評価を行いまし

た。�

　評価結果は次ページのとおりです。�

写真� 第186回地震調査委員会（臨時会）�

図1 震度分布図（第186回地震調査委員会 気象庁提出資料）�
2008年7月24日00時26分、深さ108km M6.8 最大震度6強�

２００８年７月２４日岩手県中部の地震の評価�
●７月２４日００時２６分頃に岩手県中部

〔岩手県沿岸北部〕の深さ約１１０km

でマグニチュード（M）６．８（暫定）の

地震が発生した。この地震により岩

手県洋
ひろ

野
のち

町
ょう

で最大震度６強を観測し

たほか、青森県と岩手県で震度６弱

を観測し、被害を伴った。�

●発震機構は太平洋プレートが沈み込

む方向に張力軸を持つ型で、太平洋

プレート内（二重地震面の下面）で

発生したやや深い地震である。過去

には２００１年に同様に下面で同じタ

イプの地震（M６．４）が発生している。�

●地震活動は本震－余震型で推移して

いる。深い場所で発生した地震によ

く見られる傾向であるように、余震

活動は低調である。７月２４日１７時

までの最大の余震は２４日１１時２８分

頃に発生したM５．０（速報値）の地

震で、最大震度３を観測している。�

●岩手県玉山観測点（盛岡市）では、

上下成分５９３Gal、水平成分で１，０１９

Galの加速度が観測されている。た

だし、短周期成分が卓越していたた

め、加速度の大きさの割に建物の被

害が甚大とはならなかったと考えら

れる。なお、今回の地震は、地震の

揺れの大きさが減衰しにくい太平洋

プレート内部を震動が伝わったため、

強い揺れが比較的遠くに伝わったと

考えられる。�

●GPS観測には、顕著な地殻変動は

見られていない。�

�

※〔　〕内は気象庁が情報発表に用いた
震央地名�

図2 7月24日岩手県中部の地震の震央と余震分布（第186回地震調査委員会 気象庁提出資料）�

　７月２４日０時２６分頃に岩手県中部〔岩手県沿岸北部〕の深さ約１１０kmでマグ

ニチュード（M）６.８（暫定）の地震が発生し、岩手県洋
ひろ

野
のち

町
ょう

で最大震度６強を観測。

岩手県野田村、青森県八戸市、五
ご

戸
のへ

町
まち

、階
はし

上
かみ

町
ちょう

でも震度６弱の大きな揺れを観測

しました。この地震により、死者１名、負傷者２０９名、住家被害、全壊１棟、一部

損壊２９１棟（８月８日現在、総務省消防庁調べ）の被害が発生しました。�

＊地震調査委員会では震度６弱以上を観測した場合か、委員長が必要と認めた場合は全体

会を開催し、迅速に地震活動の評価をすることにしています。�

震央分布図（1997年10月以降、M≧2.5、深さ0～200km） 領域a内の断面図（A-B投影）�

領域a内の断面図（2001年10月以降、深さ0～150km、M≧1.0）�

※100km以浅の震源を薄く表示した。�
　発震機構はCMT解である。�

震央�

地域震度� 地点震度�

震央�

平成20年（2008年）�
岩手・宮城内陸地震�
平成20年（2008年）�
岩手・宮城内陸地震�

今回の地震�今回の地震�

領域a領域a

A B

平成20年（2008年）�
岩手・宮城内陸地震�
平成20年（2008年）�
岩手・宮城内陸地震�

領域b

今回の地震�今回の地震�

A B

※2008年7月24日00時～06時に発生した地震を●で表示�

A B
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月例地震活動評価�

141°E138°E 144°E

42°N

39°N

N=4744

129°E126°E123°E120°E

27°N

24°N

21°N

N=529

141°E138°E 147°E144°E

45°N

42°N

N=1382

aa

135°E 138°E 141°E 144°E

36°N

33°N

N=4905

129°E 132°E126°E

33°N

30°N

27°N

N=1807

132°E 134°E 136°E

36°N

34°N

32°N

N=2906

aa

aa

�

2008年 �
6月の地震活動の評価�

平成20年（2008年）�
岩手・宮城内陸地震の評価�
（主に地表変状に関する評価） 

ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

�
主な地震活動�

　６月１４日に岩手県内陸南部の深さ約１０kmでマグニチュード（M）

７.２の地震＊が発生した。この地震により岩手県と宮城県で最大震度

６強を観測し、死者１３名、行方不明１０名、負傷者約４５０名などの被

害を生じた。�

＊この地震に対し、気象庁は「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震」と命名した。�

�
�
各地方別の地震活動 �

北海道地方�
　６月２６日に浦河沖の深さ約５５kmでM５.４の地震が発生した。この

地震の発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、

太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地震である。�

�

東北地方�
　（平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震およびその余震活動に

ついては別項を参照）�

�

関東・中部地方�
●６月１３日に長野県南部の深さ約１５kmでM４.７の地震が発生した。

この地震の発震機構は北西－南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層

型で、地殻内の浅い場所で発生した地震である。�

●東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られない。�

�

近畿・中国・四国地方�
　目立った活動はなかった。�

�
九州・沖縄地方�
　目立った活動はなかった。�

�

その他の地域�
　６月１日にフィリピン北部〔フィリピン付近〕でM６.２の地震が

発生した。�

�

補足 �
●７月５日に茨城県沖の深さ約５０kmでM５.２の地震が発生した。こ

の地震の発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸をもつ逆断層型

で、太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地震である。�

●７月８日に沖永良部島付近〔沖縄本島近海〕でM６.１の地震が発

生した。この地震の発震機構は北西－南東方向に圧力軸を持つ逆

断層型で、フィリピン海プレートと陸のプレートの境界付近で発

生した地震である。�

�

�

�

�

�

�

●６月１４日０８時４３分頃に岩手県内陸南部の深さ約１０kmでマグニチ

ュード（M）７.２の地震が発生した。この地震により岩手県と宮城

県で最大震度６強を観測し、被害を伴った。７月１０日までの最大

の余震は６月１４日０９時２０分頃に発生したM５.７の地震（最大震度

５弱）で、余震活動は全体的に減衰しつつある（６月２６日に公表

した第１８４回地震調査委員会評価文「平成２０年（２００８年）岩手・

宮城内陸地震の評価」参照）。�

●GPS観測結果によると、震源域を中心に余効変動と見られる西

北西－東南東方向の短縮が観測されている。�

●本震の震源過程解析によると、すべり量の大きい領域は破壊開始

点の南側の浅い部分に集中していたと推定される。GPS観測及

びSAR干渉解析から推定した断層モデルからも同様なすべり量

の集中域が見られる。�

●現時点までの現地調査で、地表変状は北北東－南南西方向に約２０

kmにわたって点在していることが確認されている。このうち、

少なくとも約８kmにわたっては、最大５０cm程度の上下方向の

ずれを伴う北西側隆起の地表変状が、断続的に分布していること

が確認された。これらの場所は地質図に示されている地質境界と

しての断層に沿っている。�

●１９７６年に撮影された空中写真について、地震後に詳細な判読が

行われた結果、地表変状が確認された場所に沿って、約４kmに

わたり活断層によると考えられる地形が断続的に認められた。こ

の地形に一致して地表変状が現れた地点で実施したトレンチ調査

により、過去の活動の痕跡が認められた。今回の地震は、この活

断層に関係したと考えられる。�

ａ）６月２６日に浦河沖でM５.４（最大震度４）の地震があった。�

ａ）６月１４日に岩手県内陸南部でM７.２（最大震度６強）＊の地震があ
った。�

　　＊気象庁はこの地震を「平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震」と
命名した。�

特に目立った活動はなかった。�
（上記期間外）�７月８日に沖永良部島付近〔沖縄本島近海〕でM６.１（最

大震度５弱）の地震があった。�

７月５日に茨城県沖でM５.２（最大震度５弱）の地震があ
った。�
�

特に目立った活動はなかった。�
（上記期間外）�６月１日にフィリピン北部〔フィリピン付近〕でM６.２（最

大震度１）の地震があった。�

特に目立った活動はなかった。�

ａ）６月１３日に長野県南部でM４.７（最大震度４）の地震があった。�
�
（上記期間外）�
�

1

2

�
各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のMの
マークの大きさと同じではない。�

注：�この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に関する評価に掲
載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質調査所のGTOPO30、
及び米国国立地球物理データセンターのETOPO2v2を使用。�

第184回地震調査委員会評価文「平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震の評価」は本誌7月
号P2-3に掲載済みです。�

各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。また
各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。�

  30km 未満�
  30km 以上    80km 未満�
  80km 以上  150km 未満�
150km 以上  300km 未満�
300km 以上  700km 未満�
�
�

深さによる震源のマーク�
M7.0以上�

M6.0から6.9まで�
M5.0から5.9まで�
M4.0から4.9まで�
M3.0から3.9まで�
M3.0未満とMが決まらなかった地震�

M によるマークの大きさ�

注：〔　〕内は気象庁が情報発表に用いた震央地域名である。�

�

近畿・中国・四国地方�4北海道地方�1

沖縄地方�6九州地方�5関東・中部地方�3東北地方�2

�

定例会（平成20年7月11日）�
地震調査委員会�第185回�
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TOPICS

サブプロジェクト 2

図1 東海・東南海・南海地震の連動性評価研究� 図4 サブプロジェクト2の防災研究課題�

図3 サブプロジェクト1のシミュレーション研究課題�

図2 サブプロジェクト1の調査観測研究課題�

金田　義行（かねだ・よしゆき）氏�
独立行政法人海洋研究開発機構海底地震・津
波ネットワーク開発部長。専門分野は地震学。
理学博士。地震調査研究推進本部地下構造モ
デル検討分科会委員、科学技術・学術審議会
専門委員会（測地分科会）地震部会観測研究
計画推進委員会なども務める。�

東海・東南海・南海地震の連動性評価研究� 復旧・復興シナリオの提案�

調査観測研究�
●南海トラフの広域稠密観測�
●先行研究宮城沖・根室沖観測�
●地下構造モデル�
●媒質モデルの構造�

シミュレーション研究�
●固着すべり時空間発展�
●地震発生履歴�
●連動・非連動条件評価�
●モデル・手法の高度化�

地震・津波被害予測研究�
●強震動予測�
●津波ハザード�
●リスクマネジメント対策�

重要社会基盤施設�
被災の社会への影響�

サブプロジェクト 1

連携�

連動性評価モデルの提案� 復旧・復興戦略の提案�

実施期間 平成20年～平成24年 5カ年計画�

南海トラフ広域稠密構造イメージング�

連動性評価のための、地殻構造要因、地殻活動のモデル化�

予測システムにもとづく連動性評価に向けて�

地殻活動評価広帯域・海陸統合観測�

宮城沖・根室沖地殻活動評価　先行調査研究� 媒質モデルの構築�

全体構成�

南海トラフの過去120年間の�
固着すべり時空間発展の�

データベース�

（2）①�
固着すべり時空間発展�
（GSP、測量データ整備）�

（2）②�
地震発生履歴�

（津波堆積物調査等）�

（2）①�
固着すべり時空間発展�
（データの解析）�

サブプロジェクト2�
「連動を考慮した強震動・津波予測�
及び地震・津波被害予測研究」�

（1）稠密海底地震・津波・�
地殻変動観測�

（2）④�
連動・非連動条件評価�

（2）③�
モデル・手法の高度化�
（不均質構造導入）�

（2）③�
モデル・手法の高度化�
（固着すべり推定、データ�
同化手法検討等）�

（2）⑤�
発生サイクル多様性�
メカニズム�

東海から日向灘に至る�
南海トラフ全域の�

地震発生サイクルモデルの構築�

様々な条件での�
連動・非連動�
破壊様式の解明�

データベース�

シミュレーション�データ解析�

比  較�

観
測
デ
ー
タ�

解
析
結
果�

構
造
モ
デ
ル
等�

解
析
結
果�

データ同化による�
予測システム実現に�
向けた準備�

強震動・津波シミュレーション�
（地震動、地殻変動、沿岸津波）�

（5）サブプロジェクト�
（1）との連携�

海陸・地下�
構造モデル、�
震源モデル�

（2）津波遡上・被害予測�
（3）構造物応答・被害予測�入力地震動�

震度分布�

T=79.
20s

T=15.0min.
連
携�

検
証
�

強震記録（1944年東南海地震）�震度分布（1854年安政東海地震）�

地域研究会�

被害地震の地震津波の�
再評価・モデルの検証�

海陸統合� 紀伊半島沖�

宮城沖�
１４１°� １４２°� １４３°� １４４°�

３９°�

３８°�

根室沖�
１４３°� １４４°�

４３°�

４２°�

調査観測研究�

　「東海・東南海・南海地震の連動性評

価研究」は平成２０年度より開始された

文部科学省の委託研究プロジェクトです。

この研究プロジェクトは、再来が危惧さ

れている南海トラフの海溝型巨大地震（東

海、東南海、南海地震）に向けた調査観

測研究分野、防災研究分野の２つのサブ

プロジェクトにより構成されています。

サブプロジェクト１では、海溝型巨大地

震の連動性評価モデルを構築するための

調査観測研究課題とシミュレーション研

究課題、サブプロジェクト２では連動

シナリオに基づく防災研究課題を推進

します。（図１）�

　サブプロジェクト１の調査観測研究

分野では、南海トラフの「海溝型巨大

地震の巣」の姿を明らかにするため、

広域・稠密な大規模な地殻構造調査研

究や広帯域地震計による地震観測研究

のほか、切迫度の高い宮城県沖地震震

源域及び根室沖地震震源域における調

査観測を行い、地震前後の地殻活動を

捉えその成果を南海トラフ巨大地震の

発生メカニズムの解明研究に反映させ

る課題も組み込まれています。さらに、

調査観測研究から得られる地殻構造・

活動情報から「地震の巣」の姿を表現

する「地殻媒質モデルの構築」を目指

します。（図２）�

　また、シミュレーション研究課題は、

過去約１２０年に遡って地殻変動データ

を解析し、プレート境界面の固着すべ

りの時空間発展を評価する研究、過去

の地震・津波履歴の調査解析から連動

発生の多様性を評価する研究、「地殻

媒質モデル」に基づく連動性評価モデ

ルを構築するための次世代シミュレー

ション開発研究、連動するか否かの条

件を抽出するための解析研究、さらに

各研究成果を組み込んだ長時間サイク

ルの地震発生サイクルシミュレーショ

ン研究で構成されます。（図３）�

　サブプロジェクト２の防災研究分野

では、サブプロジェクト１で得られる

地殻構造情報に表層構造を組み込んだ

構造モデルや連動シナリオに基づいた

地震・津波被害予測の高精度化を行う

研究課題、都市部の構造物の安全性評

価をもとに都市部の対応力を評価する

研究、さらに名古屋市、大阪市、高知

市を主対象とした地域防災研究会を立

ち上げ、リスクマネージメント対策の

提案を行う研究も進めます。（図４）�

　「東海・東南海・南海地震の連動性

評価研究」は従来の地震研究分野と防

災研究分野を実質的に連携して、再来

が危惧される南海トラフの海溝型巨大

地震に備える先進的な地震・津波研究

プロジェクトです。�

　研究課題担当機関は、海洋研究開発

機構、東京大学、京都大学、名古屋大

学、東北大学、高知大学及び防災科学

技術研究所ですが、プロジェクトの推

進にあたっては、大学、気象庁、国土

地理院、海上保安庁等の協力のもと、

「国家プロジェクト体制」で行います。�

　シンポジウムの最後に、時事通信社

中川和之氏を進行役として、長谷川昭

東北大学名誉教授、本蔵義守東京工業

大学教授ならびに研究課題責任者とし

て、私（金田義行海洋研究開発機構部

長）、古村孝志東京大学教授及び平原

和朗京都大学教授によるパネル討論会

が行われ、長期的展望に立った３０年

後に期待される研究成果、今後の研究

ブレークスルー、さらにはプロジェク

ト推進に向けた決意表明等の有意義な

討論が展開されました。�

　平成２０年７月７日に東京大学弥

生講堂で、「東海・東南海・南海地

震の連動性評価研究」シンポジウ

ムが開催され、総数３００名を超える

参加者で会場は開始からほぼ満席

となり、皆さんの関心の高さが示

されました。（写真）�

今後の南海トラフ巨大地震の被害軽減 に向けた�
新たな研究プロジェクトの推進�
独立行政法人 海洋研究開発機構　金田　義行�

東海・東南海・南海地震の連動性評価研究シンポジウム�
検索�地震調査�
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図1 首都圏地震観測網（MeSO-net）の観測点配置図（予定）�

平田　直（ひらた・なおし）氏�
国立大学法人 東京大学地震研究所教授。�
1978年東京大学理学部地球物理学科卒。同
大学大学院地球物理学修士課程修了。理学博
士。同大学理学部助手、千葉大学理学部助教
授、東京大学地震研究所助教授を経て、1998
年より現職。�

写真3 五本木小学校の校庭の観測井戸
に地震計を設置しているところ。�

写真2 地震計の動作を確認している五本
木小学校の児童。�

写真1 地震計の設置作業を見学している五本木小
学校の児童。�

図2 2008年岩手・宮城内陸地震によって首都圏に発生した長周期地震動。�
右図の★印が震央、緑色の点が、設置済みのMeSO-net観測点。記録は、上下動成分に5
秒のローパスフィルターを通したものを北東の観測点から上から下へ並べた。�

�

はじめに�
　首都圏での大地震による被害を軽減す

るための文部科学省委託事業「首都直下

地震防災・減災特別プロジェクト（２００７

年－２０１１年度）」の一環として（サブプ

ロジェクト①「首都圏周辺でのプレート

構造調査、震源断層モデル等の構築等」）、

首都圏に中感度地震観測網を設置し始め

ました。研究の最終目標は、沈み込む二

つの海洋プレートの相互作用を明らかに

し、その結果として発生する大地震の地

震像を、より空間的にも高分解能で、よ

り時間的にも古い時代まで遡って明らか

にすることです。同時に、小・中学校で

の地震観測を通じて、理科教育や防災教

育と連携して、若い世代の防災意識の向

上、そしてまた、自然科学への関心を高

めることに役立つことを目ざしています。�

�

�

関東は地震の巣�
　関東は、世界で最も地震の多い場所

の一つです。ここでは、有感地震が１

～２カ月の間に約１個程度の割合で発

生していて、明治以降、５個のマグニ

チュード（Ｍ）７程度の地震が知られ

ています。このため、地震調査研究推

進本部は、Ｍ７級の地震が３０年以内

に発生する確率が７０％という高い地

震発生確率を公表しています。�

　関東で地震が多いのは、日本列島を

造る陸のプレートの下に、二つの海洋

プレート（太平洋プレート、フィリピ

ン海プレート）が沈み込んでいるから

です。地震は、プレートとプレートの

境界や、海洋プレートの内部、陸のプ

レートの浅い場所の活断層のそばで発

生しています（図１）。�

�

�
首都圏に４００ヵ所の�
地震観測点�
　地震がどこで、なぜ発生するかを理

解するためには、プレートの形、位置

（深さ）を詳しく知る必要があります。

特に、関東の下では、二つの海洋プレ

ートがどのように衝突しているかを理

解することが、地震像を明らかにする

ために必要です。地震の波を使って、

地下の構造を解析すると、かたい岩石

とやわらかい岩石の分布を、人体の

CT（コンピュータ・トモグラフィー）

画像を得るように描き出すことができ

ます。鮮明な画像を得るためには、地

震観測点を配置する間隔を小さくする

必要があります。この計画では、５km

程度の細かさで地下の様子が分かるこ

とが重要です。このために、首都圏の

約４００カ所に地震計を設置する、首都

圏地震観測網（MeSO-net）を構築し

て観測を行うことにしました（図１）。�

�

�
地震計を小中学校に設置�
　このプロジェクトでは、小学校や中

学校にお願いして、平均５kmの間隔

の地震観測点を設けることにしました。

学校は、地域防災の拠点であることか

ら、このプロジェクトの目的である地

震防災・減災のための地震観測点の設

置場所としては、最も適しています（写

真１、２、３は東京都目黒区立五本木

小学校の設置状況）。�

　都市は、社会活動によって人工的な

地面の振動が多いので、地震観測には

向いていません。人工的なノイズを減

らすために、MeSO-netでは２０ｍ程

度の深さの井戸の底に地震計を設置し

ました。この結果、人に感じない小さ

な地震も観測することができるように

なりました。同時に、有感地震のよう

な強い揺れでも記録ができるような装

置を選択しています。これらの地震計

のデータは、連続的に東京大学地震研

究所に伝送されて蓄積されます。これ

までの強震計の観測では、地震による

揺れだけを記録していましたが、

MeSO-netでは、連続的に記録され

ることが特徴です。その結果、遠い地

震も記録することができます。例えば、

２００８年６月に発生した岩手・宮城内

陸地震（M７.２）の記録を、図２に示

します。関東平野で、周期５～８秒の

長周期地震動が生成されていることが

わかります。�

�

�
データの理科教育や�
防災教育への活用�
　小中学校に設置する地震計のデータ

は、インターネットを経由して教室の

パソコンで見ることになります。さら

に、気象庁の緊急地震速報の情報をパ

ソコンに表示するソフトを開発しまし

た。情報が発信され、学校の地震計の

揺れが記録されると、情報による予測

と、実際の揺れを比較することができ

ます。さらに、隣接する観測点の記録

と比較することによって、自分のいる

ところが揺れやすいのか、揺れにくい

のかを理解することができます。震度

だけでなく、地震動の波形を見ること

ができます。さらに、地震観測装置に

は、観測点の「環境」を測定して、地

震観測点として正常な状態にあるかを

モニターするために、温度・圧力セン

サーを付けて測定をしています。これ

らのデータは、気温・気圧のデータと

して、学校の理科教育や防災教育で活

用してもらうことを計画しています。

これらのデータは、４００ヶ所全ての観

測点で連続的に測定・記録されインタ

ーネットで利用できるようになります。�

　学校で記録される地震のデータと、

気温・圧力のデータなどをリアルタイ

ムで活用することによって、生徒・児

童のみなさんが理科や防災に興味をも

ってくれることを期待しています。�

�

世界でも例を見ない、首都圏での�
高密度地震観測網を構築�
国立大学法人 東京大学地震研究所　平田　直�

地
震
調
査
研
究
の
最
前
線
�

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト ― その２�

サブプロジェクト①首都圏周辺でのプレート構造調査、震源断層モデル等の構築等�

第
3
回
�
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検索�地震調査�



�

はじめに�

中央防災会議の大綱に従い�
６月３０日に策定�
�
　平成１７年９月に中央防災会議が決

定した「首都直下地震対策大綱」にお

いて、災害発生時においても政治、行

政、経済の枢要部分を担う首都中枢機

能の継続性確保が不可欠であることか

ら、首都中枢機関は、事業継続計画を

策定するとともに、その計画に定めら

れた活動が災害時に的確に実行される

よう、定期的な訓練を行うことが求め

られました。�

　これに従い、本年６月３０日、文部

科学省においても「文部科学省・文化

庁業務継続計画」が策定（文部科学大

臣決定）されました。�

　本稿では、上記計画の概要をご紹介

します。�

�

�
基本方針�

①日頃の備えも含めた職員及
び庁舎内の人の安全を確保�

②非常時優先業務（以下にて詳
述）を維持するための人員・
資源を確保�

③非常時においても適切な行
動をとるための簡素で有効
な教育・訓練方法を確立�

�

　本計画は、文部科学省自体が被災（想

定災害、被害は図１を参照）した場合

においても、文部科学省の役割が適切

に果たせることに主眼をおいたもので、

文部科学省の所掌事務の中で、国民生

活上重要かつ停滞してはならない事務

を非常時においても必要最低限継続で

きるよう、上記の方針で策定しました。�

�

　�
非常時優先業務�

発災後２週間以内に�
優先的に行うべき業務を決定�
�
　当該事務が２週間全く行われなかっ

た場合、社会的影響が大きいと判断さ

れた事務を「非常時優先業務」としま

した（詳細は図２を参照）。�

�

�

非常時優先業務を行う体制・
環境整備�

徒歩３時間以内の居住者を�
参集要員に指名�
�
　非常時優先業務を遂行するために必

要な人員を非常時参集要員として指名

し、発災時には基本的に即時参集する

こととしました。非常時参集要員には

代理等も定めることとし、いずれか１

名は、可能な限り庁舎まで徒歩で概ね

３時間以内に居住している者とするこ

ととしました。�

　また、家具・機械等の固定、危険な

書類の積み上げ・物品陳列の禁止、食

料等の備蓄の充実など、平常時からの

環境の整備についても触れています。�

�

�
今後の課題�

着実に実行されるよう�
職員への周知徹底を図る�
�
　全職員に対する被災状況確認訓練や

非常時参集要員に対する徒歩参集訓練

などを通じて、職員への周知徹底を図

るなど、本計画が着実に実行されるよ

う様々な取組を行っていくこととして

います。�

�

※「文部科学省・文化庁業務継続計画」

の全文については、文部科学省の

ホームページ�

http://www.mext.go.jp/a_menu/�

keizoku/index.htm をご覧ください。�

� 検索�文部科学省� ホームページ［http://www.mext.go.jp/］をご覧下さい。�

図１�文部科学省が被災した場合の想定被害� 図2 非常時優先業務�

�
① 職　　員�
�
�
�
�
② 公共交通機関�
�
�
�
�
③ 庁　　舎�
�
�
�
④ 電　　力�
�
�
⑤ ガ　　ス�
�
�
⑥ 上下水道�
�
�
�
⑦ 電話・携帯電話�
�
�
�
�
⑧ インターネット通信�

就業時間外の場合：職員の１％（約２５人）が死亡又は負傷�
就業時間内の場合：職員及び庁舎内の人の負傷は１０名程度�

３日間不通。４日目以降は徐々に回復。�
３０日で全路線が運行できる程度まで仮復旧。�

庁舎周辺の建物も含め大きな損傷はないが、家具・書類・書籍がすべて部屋で転倒・落下し、�
パソコンは１％が故障。火災は起きない。�

商用電源断絶。３日後に仮復旧。�

断絶。２ヶ月後に仮復旧。�

断絶。４日後に仮復旧。�

省内の電話による通信は問題なし。外部との通話は１０日間かなり輻輳する。携帯電話は、�
外部との通話は１０日間かなり輻輳するが、メールによる通信はほぼ可能。�

発災直後は使用不可。�
復旧は、回線事業者及び省内LAN保守業者の状況に依存する。�
�

●東京湾北部地震（マグニチュード７.３、東京２３区の最大震度６強）�
●日時及び状況は以下の２つを想定。�

�
① 就業時間外の場合：冬季、日曜日午後６時、風速１５m/s�
② 就業時間内の場合：冬季、平日午後６時、風速１５m/s 

想
定
災
害�

想
定
被
害�

首都直下地震発生!! 発災後１時間以内に行うべき業務�

発災後３時間以内に行うべき業務�

発災後１２時間以内に行うべき業務�

発災後１日以内に行うべき業務�

発災後３日以内に行うべき業務�

発災後７日以内に行うべき業務�

発災後１４日以内に行うべき業務�

●環境放射能測定業務�
●放射性同位元素使用施設等被害状況の確認　など�
�

●非常災害対策本部の設置・運営�
●プレス発表業務　など�
�

●遺伝子組換え生物等の拡散防止措置に関する業務�
　など�
�

●各種試験（高卒認定試験などの国家試験）の中止�
　又は延期　�
●地震調査研究推進本部の運営　など�
�

●ホームページ運営業務　など�
�

●被災文化財の保護業務�
�

●情報公開請求関連業務�

発災後�
１時間�

３時間�

１２時間�

２４時間�

３日�

７日�

１４日�

我が国における地震対策�

文部科学省大臣官房総務課�

防災対策の戦略�

「文部科学省・文化庁業務継続計画」の策定�

第2回�

写真　東京霞が関の文部科学省庁舎全景�
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